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令和７年度春日市当初予算の概要

春日市経営企画部財政課

◆ 令和７年度春日市当初予算における各会計の予算額は、以下のとおりです。

（単位：千円）

※１ 本資料において、「対前年度」とは特段の断りがない限り、「令和６年度当初予算」との比較を指します。

※２ 下水道事業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額です。

※３ 全会計合計は、一般会計及び４特別会計の予算額の合計に、下水道事業会計の収益的支出と資本的支出の合

計額を加えた額です。

◆ 令和７年度春日市一般会計の当初予算は、４２，５０７，０５０千円（対前年度＋２，

０４２，２６３千円、＋５．０％）となっています（表①参照）。

（歳入）

自主財源の要である市税は、個人市民税については、令和６年度定額減税の終了や近年

の賃上げの促進等による給与所得等の増を見込み、固定資産税については、土地の負担調

整措置による増及び堅調な新築数の増を見込んだため、市税全体では前年度比で８．０％

の増を見込んでいます。

実質的な地方交付税（地方交付税及び臨時財政対策債の合計）については、国の地方財

政計画を踏まえ、前年度比で４．３％の増を見込んでいます。

（歳出）

児童手当、障がい者関係給付費及び私立保育所委託費が増となることに伴う扶助費の増

並びに一般職（会計年度任用職員）の報酬の増に伴う人件費の増等により、前年度比で増

額となっています。

（本年度予算額） （対前年度※１増減率）

一般会計・・・・・・・・・・・・・ ４２，５０７，０５０ ＋５．０％

国民健康保険事業特別会計・・・・・ １０，０９５，０６２ △１．３％

後期高齢者医療事業特別会計・・・・・ １，９６８，６１２ ＋７．４％

介護保険事業特別会計・・・・・・・・ ８，３８０，７６４ ＋５．１％

土地取得事業特別会計・・・・・・・・ ３１２，４３６ △６６．２％

下水道事業会計※２・・・・・・・・・・ ３，４８３，４６２ ＋３．３％

（ 全 会 計 合 計※３）・・・・ ６６，７４７，３８６ ＋３．０％

２ 一般会計予算総括

１ 当初予算総括
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＜表① 一般会計当初予算額の推移＞ （単位：千円）

◆ 一般会計当初歳入予算の主な項目の増減は、以下のとおりです。 （単位：千円）

※４ 地方交付税と臨時財政対策債の予算額の合計です。

（１）市税

市税は、基幹的な税目の動きとして、個人市民税及び固定資産税の増額を見込んだ結果、

１４，７０３，７７８千円（対前年度＋１，０８３，７７４千円、＋８．０％）となり、

増収を見込んでいます。

このうち、市税の約半分を占める市民税において、個人市民税については、令和６年度

定額減税の終了や近年の賃上げの促進等による給与所得等の増を見込み、６，６３０，８

０２千円（対前年度＋７２４，８８０千円、＋１２．３％）、法人市民税についても、５５

２，８６４千円（対前年度＋６８，８４７千円、＋１４．２％）と増を見込んでいます（表

②及びグラフ①参照）。

また、固定資産税については、土地の負担調整措置による増及び堅調な新築数の増を考

慮し、５，６８５，２０２千円（対前年度＋２４２，６２９千円、＋４．５％）と増収を

見込んでいます（現年度課税分について、表③及びグラフ②を参考までに掲載）。

その他、軽自動車税については、軽四輪乗用自家用車の買い替えの増加を考慮し、２３

７，８６５千円（対前年度＋１０，５８７千円、＋４．７％）と増収を見込んでいます。

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｒ０１ ３３，３３４，３２１ ＋ ４６６，７９５（＋１．４％）

Ｒ０２ ３５，６７７，２１３ ＋ ２，３４２，８９２（＋７．０％）

Ｒ０３ ３４，４０３，７３５ △ １，２７３，４７８（△３．６％）

Ｒ０４ ３５，５１０，１３７ ＋ １，１０６，４０２（＋３．２％）

Ｒ０５ ３５，７７０，４０７ ＋ ２６０，２７０（＋０．７％）

Ｒ０６ ４０，４６４，７８７ ＋４，６９４，３８０（＋１３．１％）

Ｒ０７ ４２，５０７，０５０ ＋ ２，０４２，２６３（＋５．０％）

本年度予算額 対前年度増減額（増減率）

（１）市 税 １４，７０３，７７８ ＋１，０８３，７７４（＋８．０％）

（２）実質的な地方交付税※４ ５，１７１，９１７ ＋２１１，９７４（＋４．３％）

（３）市 債 １，９８８，８００ ＋４３，４００（＋２．２％）

３ 歳入予算の主な内訳
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・個人市民税 ６，６３０，８０２千円（対前年度＋７２４，８８０千円、＋１２．３％）

・法人市民税 ５５２，８６４千円（対前年度 ＋６８，８４７千円、＋１４．２％）

・土地 ２，４７９，０１４千円（対前年度＋１５５，２３３千円、＋６．７％）

・家屋 ２，８３２，２８２千円（対前年度＋ ７０，２８１千円、＋２．５％）

・償却資産 ３６７，００４千円（対前年度＋ １３，７４１千円、＋３．９％）

＜表② 市民税（個人・法人）の推移＞ （単位：千円）

＜グラフ① 市民税（個人・法人）の推移（当初予算額）＞

＜表③ 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移＞※現年課税分のみ

（単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｒ０１ ６，６９０，３８９ ＋２３０，４００（＋３．６％）

Ｒ０２ ６，８１５，３７３ ＋１２４，９８４（＋１．９％）

Ｒ０３ ６，３６９，３５０ △４４６，０２３（△６．５％）

Ｒ０４ ６，７７３，１９４ ＋４０３，８４４（＋６．３％）

Ｒ０５ ６，９７９，２８８ ＋２０６，０９４（＋３．０％）

Ｒ０６ ６，３８９，９３９ △５８９，３４９（△８．４％）

Ｒ０７ ７，１８３，６６６ ＋７９３，７２７（＋１２．４％）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｒ０１ ４，８１６，３４２ ＋ ５６，３９５（＋１．２％）

Ｒ０２ ４，９０１，６７３ ＋ ８５，３３１（＋１．８％）

Ｒ０３ ４，６２２，４０１ △２７９，２７２（△５．７％） ←評価替年度（据置措置有）

Ｒ０４ ５，０２９，３５９ ＋４０６，９５８（＋８．８％）

Ｒ０５ ５，２５８，７５７ ＋２２９，３９８（＋４．６％）

Ｒ０６ ５，４３９，０４５ ＋１８０，２８８（＋３．４％） ←評価替年度

Ｒ０７ ５，６７８，３００ ＋２３９，２５５（＋４．４％）
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・地方交付税 ５，１７１，９１７千円（対前年度＋ ３０６，２７４千円、＋ ６．３％）

・臨時財政対策債 ０千円（対前年度△ ９４，３００千円、 皆 減 ）

＜グラフ② 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移（当初予算額）＞※現年課税分のみ

（２）実質的な地方交付税

実質的な地方交付税の総額は、５，１７１，９１７千円（対前年度＋２１１，９７４千

円、＋４．３％）となり、地方交付税は増、臨時財政対策債は皆減を見込んでいます（表

④及びグラフ③参照）。

地方交付税が増となったのは、地方税等の増により基準財政収入額が増となったものの、

臨時財政対策債振替相当額が大幅に減額されたことが主な要因です。

また、臨時財政対策債の皆減は、令和７年度地方財政計画における国の見込を反映した

結果です。

＜表④ 実質的な地方交付税の推移＞ （単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率） 地財計画増減率

Ｒ０１ ５，１０４，０８７ △ １９１，６３５（△ ３．６％） ＋ １．１％

Ｒ０２ ５，１２７，３６０ ＋ ２３，２７３（＋ ０．５％） ＋ １．５％

Ｒ０３ ５，７１２，７８０ ＋ ５８５，４２０（＋１１．４％） ＋ ５．１％

Ｒ０４ ４，６８５，９７８ △１，０２６，８０２（△１８．０％） ＋ ３．５％

Ｒ０５ ４，７０７，７９８ ＋ ２１，８２０（＋ ０．５％） ＋ １．７％

Ｒ０６ ４，９５９，９４３ ＋ ２５２，１４５（＋ ５．４％） ＋ １．７％

Ｒ０７ ５，１７１，９１７ ＋ ２１１，９７４（＋ ４．３％） ＋ １．６％
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＜グラフ③ 実質的な地方交付税（地方交付税・臨時財政対策債）の推移＞

（３）市債

市債（起債額）は、１，９８８，８００千円（対前年度＋４３，４００千円、＋２．２％）

となり、３年連続で増額となりました（表⑤及びグラフ④参照）。

これは、ふれあい文化センターの舞台機構設備更新工事に伴う起債額の皆増及び市中央

部市民活動交流拠点整備事業に伴う起債額の皆増が主な要因です。

令和７年度末の市債現在高は、２２，６３４，９９１千円（対前年度末残高（決算見込）

△３４１，６７８千円、△１．５％）で、５年連続で減少する見通しです（グラフ⑤参照）。

また、市債残高全体における臨時財政対策債の残高が占める割合は４６．５％となって

います。

＜表⑤ 起債予定事業＞ （単位：千円）

事 業 名 起債予定額 構成比（％）

特定天井改修事業 ５１１，６００ ２５．７

ＬＥＤ照明導入事業 ６０，０００ ３．０

市中央部市民活動交流拠点整備事業 １６１，５００ ８．１

一般会計出資債 ２６，８００ １．３

連続立体交差事業 ５３，６００ ２．７

市営住宅建設事業 ５５０，０００ ２７．７

道路ストック長寿命化補修事業 ８６，８００ ４．４

消防団格納庫建築事業 ５，０００ ０．３

消防車両更新事業 ５０，０００ ２．５

ふれあい文化センター舞台機構設備更新事業 ３４６，５００ １７．４

春日東中学校屋内運動場改築事業 １４，７００ ０．７

地区公民館等大規模改修事業 １２２，３００ ６．２

【合 計】 １，９８８，８００ １００．０
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＜グラフ④ 起債額の推移（当初予算額）＞

※令和７年度は臨時財政対策債の発行がありません。

＜グラフ⑤ 年度末市債現在高の推移（決算（見込）額）＞

※令和５年度までは決算額。令和６年度及び令和７年度は決算見込額です。
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（４） 本市の主な一般財源比較表　

（単位：千円、％）

R05年度

増減額 増減率 増減額 増減率

① ② ③ ④(③-①) ④/① ⑤(③-②) ⑤/②

14,112,118 13,620,004 14,054,101 14,703,778 1,083,774 8.0 649,677 4.6

200,199 211,397 198,573 197,624 △ 13,773 △ 6.5 △ 949 △ 0.5

地方揮発油譲与税 46,937 46,735 46,735 42,868 △ 3,867 △ 8.3 △ 3,867 △ 8.3

自動車重量譲与税 141,504 151,784 138,960 141,878 △ 9,906 △ 6.5 2,918 2.1

森林環境譲与税 11,758 12,878 12,878 12,878 0 0.0 0 0.0

2,982,573 3,375,171 3,574,099 2,939,316 △ 435,855 △ 12.9 △ 634,783 △ 17.8

利子割交付金 4,212 3,786 3,786 14,473 10,687 282.3 10,687 282.3

配当割交付金 86,849 67,377 92,406 92,406 25,029 37.1 0 0.0

株式等譲渡所得割交付金 107,585 78,619 78,619 82,549 3,930 5.0 3,930 5.0

法人事業税交付金 165,595 173,686 173,686 197,067 23,381 13.5 23,381 13.5

地方消費税交付金 2,463,085 2,382,608 2,555,433 2,395,545 12,937 0.5 △ 159,888 △ 6.3

環境性能割交付金 34,527 47,901 39,602 44,156 △ 3,745 △ 7.8 4,554 11.5

国有提供施設等所在
市町村助成交付金

2,430 2,430 2,430 2,416 △ 14 △ 0.6 △ 14 △ 0.6

地方特例交付金 118,290 618,764 628,137 110,704 △ 508,060 △ 82.1 △ 517,433 △ 82.4

5,238,849 4,959,943 5,636,265 5,171,917 211,974 4.3 △ 464,348 △ 8.2

普通交付税 4,784,645 4,513,361 5,283,983 4,821,682 308,321 6.8 △ 462,301 △ 8.7

特別交付税 352,704 352,282 352,282 350,235 △ 2,047 △ 0.6 △ 2,047 △ 0.6

臨時財政対策債 101,500 94,300 0 0 皆減 皆減 皆減 皆減

22,533,739 22,166,515 23,463,038 23,012,635 846,120 3.8 △ 450,403 △ 1.9

R06年度 R07年度

対前年度当初 対前年度3月補正後

１ 市税

２ 地方譲与税

(1)

(2)

(3)

３ 交付金等

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

４ 実質的な地方交付税

(1)

(2)

(3)

合　　　　　　計

（参考）実質的な地方交付税の年度別内訳表（～R06）　※数値は全て決算（見込）額です。

区　　 分
決　算　額

当初予算額 3月補正後額 当初予算額

（単位：千円・％）

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 3月補正後額 増減率

(1) 普 通 交 付 税 3,646,241 △ 1.2 3,485,581 △ 4.4 4,462,923 28.0 4,600,248 3.1 4,784,645 4.0 5,283,983 10.4

(2) 特 別 交 付 税 346,300 △ 5.2 335,119 △ 3.2 347,317 3.6 351,579 1.2 352,704 0.3 352,282 △ 0.1

(3) 臨時財政対策債 1,172,800 △ 14.5 1,075,900 △ 8.3 1,128,000 4.8 441,800 △ 60.8 101,500 △ 77.0 0 皆減

合　　　計 5,165,341 △ 4.8 4,896,600 △ 5.2 5,938,240 21.3 5,393,627 △ 9.2 5,238,849 △ 2.9 5,636,265 7.6

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度
区　　　分
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◆ 一般会計当初歳出予算を性質別に分類した場合、義務的なもの、投資的なもの及びそ

の他の経費の増減は、以下のとおりです。 （単位：千円）

（１）義務的経費（人件費、扶助費、公債費）

義務的経費は、２２，４８８，１０９千円（対前年度＋１，８８６，１５５千円、＋９．

２％）となっています（表⑥及びグラフ⑥参照）。

これは、児童手当及び障がい者関係給付費が増となることに伴う扶助費の増が主な要因

です。

なお、扶助費については、歳出予算に占める割合が３割を超えており、依然として増加

の一途をたどっています。

＜表⑥ 義務的経費の内訳と増減の要因＞ （単位：千円）

当初予算額 対前年度増減額（増減率）

（１）義務的経費 ２２，４８８，１０９ ＋１，８８６，１５５（＋ ９．２％）

（２）投資的経費 ５，６０７，６７６ △ ９０，８２８（△ １．６％）

（３）その他の経費 １４，４１１，２６５ ＋ ２４６，９３６（＋ １．７％）

区 分 予 算 額
対前年度増減額

（増減率）
主な増減の要因

人 件 費 ４，９２０，３３５
＋２２２，２７５

（＋４．７％）

一般職（会計年度任用職員）に

係る報酬の増

扶 助 費 １４，９８６，６５８
＋１，６５９，５４１

（＋１２．５％）

児童手当の増

障がい者関係給付費の増

公 債 費 ２，５８１，１１６
＋４，３３９

（＋０．２％）
償還元金の増

【合 計】 ２２，４８８，１０９
＋１，８８６，１５５

（＋９．２％）

４ 歳出予算の主な内訳（性質別）
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＜グラフ⑥ 義務的経費の推移（当初予算額）＞

（２）投資的経費（普通建設事業費、災害復旧費）

投資的経費は、５，６０７，６７６千円（対前年度△９０，８２８千円、△１．６％）

となり、３年ぶりに減となりました（グラフ⑦参照）。

これは、庁舎等維持補修費の減及び上白水市営住宅建替事業費の皆減等が主な要因です

（表⑦参照）。

＜グラフ⑦ 投資的経費の推移（当初予算額）＞

＜表⑦ 本年度の主な普通建設事業＞

区 分 事 業 例

老 朽 化 施 設 更 新

双葉市営住宅建替事業、ふれあい文化センター設備機器等改修事業、道

路ストック長寿命化補修事業、地区公民館等大規模改修事業、小中学校

施設整備事業、庁舎等維持補修事業

道路、交差点等改良

西鉄春日原駅周辺整備、道路新設改良事業、長浜太宰府線道路改良事業

（県事業負担金）、西鉄天神大牟田線連続立体交差事業（県事業負担金）、

那珂川宇美線道路改良事業（県事業負担金）

そ の 他

春日西多目的広場公園整備事業、市中央部市民活動交流拠点整備事業、

就学前教育・保育施設整備事業、緑化整備等事業、須玖岡本遺跡整備事

業

（億円）
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（３）その他の経費（物件費、補助費等、繰出金、その他※５）

その他の経費は、１４，４１１，２６５千円（対前年度＋２４６，９３６千円、＋１．

７％）となりました（表⑧及びグラフ⑧参照）。

これは、標準仕様準拠基幹系情報システム導入業務の増等に伴う物件費の増が主な要因

です。

＜表⑧ その他の経費の主な内訳と増減の要因＞ （単位：千円）

※５ その他には、維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費が含まれます。

＜グラフ⑧ その他の経費の項目別推移（当初予算額）＞

区 分 予 算 額
対前年度増減額

（増減率）
主な増減の要因

物 件 費 ６，２３７，７１１
＋８３，５８４

（＋１．４％）

標準仕様準拠基幹系情報システム導入業務

の増

予防接種業務の増

かすがふるさと応援寄附金推進事業の減

補 助 費 等 ４，６３２，３０３
＋６２，９０２

（＋１．４％）

下水道事業会計繰出金の減

春日・大野城・那珂川消防組合負担金の増

コミュニティバス運行補助金の増

繰 出 金 ２，８５６，４６４
＋１２１，３１０

（＋４．４％）

介護保険事業特別会計繰出金の増

国民健康保険事業特別会計繰出金の増

後期高齢者医療事業特別会計繰出金の増

そ の 他 ６８４，７８７
△２０，８６０

（△３．０％）

小中学校校舎校庭維持補修の減

福岡地区水道企業団出資金の減
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◆ 一般会計当初歳出予算を目的別（歳出予算の款の区分ごと）に分類した場合、主なも

のの増減は、以下のとおりです（グラフ⑨参照）。

＜グラフ⑨ 歳出予算（目的別）の推移（当初予算額）＞

（億円） 404.6 425.1

その他
44.5

その他
45.6

衛生費
28.8

衛生費
27.1

教育費
37.1

教育費
44.0

総務費
49.7

総務費
44.6

土木費
49.1

土木費
50.3

民生費
195.4

民生費
213.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

R06 R07 （年度）

５ 歳出予算の主な内訳（目的別）

●民生費 ２１，３５２，６９２千円
（増減額） ＋１，８０８，４３３千円

（増減率） ＋９．３％

（主な増減の要因）

保育所等運営事業費の増、児童手当費の増、障害

児通所給付事業費の増、児童センター管理費の減

●教育費 ４，３９７，８９９千円
（増減額） ＋６８７，６２４千円

（増減率） ＋１８．５％

（主な増減の要因）

ふれあい文化センター設備機器等改修事業費の

増、事務局事務費の減、惣利地区公民館整備事業

費の減、桜ヶ丘地区公民館整備事業費の増

●衛生費 ２，７０６，８９１千円
（増減額） △１７２，２６３千円

（増減率） △６．０％

（主な増減の要因）

成人予防接種費の増、出産・子育て応援事業費の

減、いきいきプラザ管理費の減、小児用予防接種

費の減

●総務費 ４，４６１，９０６千円
（増減額） △５０６，３２１千円

（増減率） △１０．２％

（主な増減の要因）

庁舎等維持補修費の減、市中央部市民活動交流拠

点整備事業費の増、電子計算機器等管理運営費の

増、総務事務費の増

●土木費 ５，０３３，６３２千円
（増減額） ＋１２０，７４８千円

（増減率） ＋２．５％

（主な増減の要因）

上白水市営住宅建替事業費の皆減、双葉市営住宅

建替事業費の増、春日西多目的広場公園整備事業

費の減、道路新設改良事業費の増

※ その他は、議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費、公債費、諸支出金及び予備費の

合計額となっています。
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
市中央部市民活動
交流拠点整備事業

「春日新50年プラン」の事業として、市中
央部エリアに市内の福祉施設等を移転集約
した複合施設「（仮称）地域共生交流施
設」を整備することで、同エリアを誰もが
行きやすく行きたくなるエリアとし、既存
の施設を含めて市民活動と交流の拠点づく
りを強化推進する。
○令和7年度実施事業
・（仮称）地域共生交流施設及び周辺整備
工事実施設計
・コミュニティバスセンター解体工事等

289,375 47,272 161,500 80,603 74

継
標準仕様準拠
基幹系情報システム
導入事業

行政サービス及び市民の利便性の向上、行
政運営の効率化、コスト削減等を図るた
め、全国統一の仕様に準拠した基幹系情報
システムを導入する。 441,697 347,988 93,709

99
100
101

新
公共施設
予約システム更改事
業

公共施設の利用予約システムについて、オ
ンライン上で決済を含む手続きが完了で
き、かつLINEでも利用できるシステムに更
改する。 6,831 6,831 101

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
双葉市営住宅
建替事業

双葉市営住宅の計画的な建替のため、Ｈ棟
建設工事を行う。
○概要
・令和2年度　　基本設計
・令和3年度　　実施設計
・令和4年度～　建設工事
○全体事業期間
・令和2～令和8年度

910,014 335,768 550,000 24,246 220

継 市庁舎長寿命化事業

平成4年度に建築した庁舎は、設備機器の
老朽化が進んでいる。計画的な修繕により
長寿命化と機能保全を図る。
○令和7年度実施事業
・庁舎照明機器LED改修工事
・市民駐車場改修工事

87,246 60,000 27,246 95

継 空家等対策推進事業

長期間放置された特定空家等について、保
安上の危険等により周辺の生活環境に影響
を及ぼす可能性があるため、解体等代執行
を計画する。 6,541 5,960 581 78

継 消防車両更新事業

市消防団の西分団及び東分団の消防ポンプ
自動車が老朽化したことに伴い、車両の更
新を行う。

55,102 50,000 5,102 225

(1) 経営企画部 （単位：千円）

財　源　内　訳

(2) 総務部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

　６　歳出予算の主な事業
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
戸籍氏名振り仮名
記載事業

戸籍法等の改正に伴い、令和7年5月から戸
籍の記載事項に振り仮名が追加され、公証
が開始される。戸籍に記載された振り仮名
は住民票に反映され、マイナンバーカード
への記載も予定されている。
○令和7年度実施事業
法施行対応事業として以下を実施する。
・仮の振り仮名が記載された通知書を送付
（当市に本籍を置く人を対象）
・届出の受付
・審査
・戸籍への記載

23,733 10,718 13,015 109

継
こども医療費
こども医療事務費

令和6年10月診療分から対象を18歳まで拡
充し、一部自己負担金を全年齢で無料化
し、子育て家庭の経済的負担を軽減する。

697,502 230,277 467,225 159

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
重層的支援体制整備
移行準備事業

既存の介護、障がい、子ども、生活困窮の
相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民
の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す
る包括的な支援体制を整備するための移行
準備事業を実施する。

12,910 7,875 5,035 122

新
高齢者帯状疱疹
予防接種事業

帯状疱疹の発症・重症化予防のために令和
7年4月から定期接種化を行う。
○対象者
・65歳及び節目年齢（95歳までの5歳刻
み）
・（初年度のみ）100歳以上の者
ただし、5年間は経過措置として65歳以上
で節目年齢に当たらない者も任意接種が可
能。

41,477 41,477 178

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
地区公民館等
大規模改修及び
移設事業

施設の老朽化に伴い、計画的に大規模改修
工事及び移設を実施する。
○対象施設
・設計
　小倉コミュニティ供用施設（大規模改
　修）
　平田台コミュニティ供用施設（移設）
・大規模改修工事
　桜ヶ丘地区公民館

142,856 122,300 20,556 279

継 国勢調査

国が実施する国勢調査について受託し、人
および世帯の全数調査を行う。

67,445 67,445
117
118

(3) 市民部 （単位：千円）

財　源　内　訳

(4) 地域共生部 （単位：千円）

財　源　内　訳

(5) 協働推進部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
ふれあい文化セン
ター設備機器等
改修事業

施設の老朽化への対応及び利用時の安全を
確保するため、計画に基づき改修工事を行
う。
○工事内容
・特定天井改修
・スプリングホール舞台機構設備更新

902,715 858,100 44,615 273

新
総合スポーツセン
ターメインアリーナ
床改修事業

重量物の移動等により損傷が発生している
総合スポーツセンターメインアリーナ床に
ついて、安全性を確保するためアリーナ全
面の床貼り替え工事を実施する。 70,457 70,457 286

継
須玖岡本遺跡
整備事業

須玖岡本遺跡の保存・活用に向けた整備を
行うため、整備基本計画の策定、広場整備
工事及び史跡用地購入を実施する。

144,265 92,401 51,864 276

継 水城跡整備事業

特別史跡である天神山水城跡と大土居水城
跡について、整備基本計画に基づき樹木伐
採や土塁の整備を行う。

12,055 6,027 6,028 276

説明書

継 国県支出金 地方債 都市計画税等 一般財源 掲載頁

継
公園土地活用・機能
向上事業

公園利用者の要望に応じるため、公園の積
極的な土地活用や機能向上を実施する。
○対象内容
・設計
　下白水第2公園
　位瀬公園
　（仮称）平田台広場公園
・施設整備工事
　岡本公園
　（仮称）平田台広場公園の一部
　白水ヶ丘中央公園
　下ノ川公園

144,545 64,800 71,824 7,921 210

継
こどもまんなか公園
づくり事業

公園利用者の要望に応じるため、フェンス
の改修等を行うことで、ボール遊びができ
る環境を整備する。
○対象施設
・井ノ尻公園
・一の谷第1公園
・千歳公園

25,000 12,000 11,789 1,211 211

継
春日西多目的広場
公園整備事業

市西部のスポーツ・レクリエーション施設
の拠点である西野球場の機能を保全すると
ともに、防災機能の維持・向上を図り、市
民が集う多様な機能を有した春日西多目的
広場公園を整備する。

721,694 360,550 338,479 22,665 211

継
市民活動交流地区
緑化推進事業

春日市中央部を「市民活動交流地区」と位
置づけ、市民が自然環境にふれあう空間等
を提供するため緑化の推進等を行う。
○内容
・設計
　大南公園
　小倉東公園
・公園等用地購入
　大谷緑地

120,735 44,472 68,419 7,844 212

財　源　内　訳

(6) 都市整備部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 都市計画税等 一般財源 掲載頁

継
水と緑のネットワー
ク形成事業

春日市南部エリアの公園やため池などの自
然環境が有する多様な機能を活用し、緑化
の推進や公園の再整備等を行う。
○内容
・設計
　大丸池公園
・施設整備等工事
　白水大池公園
　惣利公園

95,000 47,500 43,076 4,424 212

継
道路ストック
長寿命化補修事業

道路ストックの老朽化対策のため、各施設
に対して総点検及び修繕計画の策定を行
い、計画的に予防保全型の修繕を行う。
○対象施設
・紅葉ヶ丘6丁目他地内雨水暗渠
・1級第1号路線
・1級第3号路線
・1級第4号路線

220,876 25,375 86,800 19,393 89,308 201

継 道路新設改良事業

道路交通環境の向上を目的として、道路の
新設改良事業を行う。
○対象施設
・1級第1号他1路線
・第1333号路線
・第1428号他1路線

301,666 128,725 86,539 86,402 202

継
小倉紅葉ヶ丘線
整備事業

都市計画道路小倉紅葉ヶ丘線のうち、春日
市総合スポーツセンター前から紅葉ヶ丘交
差点までの区間を整備する。
○内容
・測量設計
・用地測量
・用地補償調査

74,829 36,950 34,352 3,527 213

継
光町大土居線
整備事業

都市計画道路光町大土居線のうち、光町交
差点から春日東中学校までの区間を整備す
る。
○内容
・測量設計
・用地測量
・用地補償調査

104,022 51,200 47,903 4,919 214

継
西鉄春日原駅周辺
整備事業

県が実施する西鉄天神大牟田線連続立体交
差事業に連動し、春日原駅前広場及び周辺
道路を整備し、賑わいのある空間を形成す
るための基盤づくりを推進する。
○内容
・境界復元
・道路改良及び駅前広場整備等工事

572,502 225,344 347,100 58 214

財　源　内　訳
事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

-17-



新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
児童育成支援拠点
事業

養育環境等に課題を抱える家庭や学校に居
場所のない児童等に対して、居場所となる
場を開設し、個々の児童の状況に応じた支
援を包括的に提供する。 4,263 2,842 1,421 161

継 妊婦健康診査事業

市民の妊婦健康診査において公費負担をす
る項目に、子宮頸がん検査及び超音波検査
を追加し、厚生労働省が示す「妊婦に対す
る健康診査についての望ましい基準」に準
じた健康診査を実施する。

79,405 79,405
170
171

新 1か月児健診事業

1か月児健康診査を市の乳幼児健康診査と
することで、保護者の経済的負担を軽減
し、出生早期の身体疾患等のスクリーニン
グや伴走型相談支援事業の効果的な実施、
虐待予防や早期発見につなげる。

3,200 1,600 1,600 171

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
学校給食食材高騰
対策事業

物価高騰の影響により上昇した小中学校給
食の費用を補助し、保護者の負担を軽減す
る。

81,578 81,578
291
293

継
小中学校施設
大規模改修事業

春日市学校施設長寿命化計画に基づき、学
校施設の大規模改修工事を実施し、建物の
長寿命化及び機能回復を図る。
〇実施校
・春日原小（設計）
・春日東小（設計）
・春日中（設計・アスベスト調査）

36,545 36,545
254
265

継
春日東中学校
屋内運動場改築事業

老朽化により建物躯体の劣化が進んでいる
屋内運動場を建替えることにより、安全で
安心できる教育環境を整備する。
○概要
・令和6年度　実施設計
・令和7年度　解体工事、改築工事
・令和8年度　改築工事、太陽光工事

61,945 16,401 14,700 30,844 265

(7) こども支援部 （単位：千円）

財　源　内　訳

(8) 教育部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
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【主な新規事業一覧表】 （単位：千円）

予算額
（令和７年度） 国･県 市単独

1  経営企画課  公共施設長寿命化計画・再配置計画策定事業  16,880  ○ 

2  デジタル政策課  公共施設予約システム更改事業  6,831  ○ 

3  安全安心課  特定空家等解体措置業務  5,961  ○ 

4  福祉支援課  重層的支援体制整備移行準備事業  12,910  ○ 

5  健康課  高齢者帯状疱疹予防接種事業  41,477  ○ 

6  環境課  暑熱避難施設指定事業  43  ○ 

7  環境課  アライグマ防除活動報償金事業  30  ○ 

8  文化スポーツ課  総合スポーツセンターメインアリーナ床改修事業  70,457  ○ 

9  都市計画課  景観審議会事業  209  ○ 

10  道路管理課  道路維持作業車更新事業  4,966  ○ 

11  道路管理課  自転車等駐車対策協議会事業  379  ○ 

12  子育て支援課  児童育成支援拠点事業  4,263  ○ 

13  子育て支援課  1か月児健康診査事業  3,200  ○ 

【主な廃止事業一覧表】 （単位：千円）

予算額
（令和６年度） 国･県 市単独

1  福祉支援課 県立太宰府特別支援学校放課後等支援事業運営業務 4,788 ○

2  高齢課 高齢者運転免許証自主返納支援事業 1,626 ○

3  文化スポーツ課 春日運動広場管理業務 504 ○

4  学校教育課 小学校少人数学級編制事業 15,598 ○

区　分

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

区　分

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

番号 所　管 事　　業　　名

番号 所　管 事　　業　　名

　７　主な新規事業・廃止事業一覧表
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※表内二段書きは、上段が取崩額、下段が積立額

6 年 度 末 7 年 度 末

現 在 高 当　初 補 正 額 補 正 額 補 正 額 補 正 額 取崩額 見 込 額

（決算見込み） 予算額 （6月補正） （9月補正） （12月補正） （3月補正） 積立額

0 0

5,000 5,000

0 0

2,000 2,000

1 1

1,000 1,000

76,938 76,938

16,000 16,000

40,660 40,660

41,661 41,661

128,050 128,050

2,000 2,000

362,700 362,700

2,000 2,000

0 0

1,000 1,000

0 0

1,000 1,000

147,900 147,900

5,000 5,000

8,177 8,177

12,882 12,882

1,204 1,204

850 850

取崩額　計 765,630 0 0 0 0 765,630

積立額　計 90,393 0 0 0 0 90,393

小　　計 18,534,728 △ 675,237 0 0 0 0 △ 675,237 17,859,491

0 0

29,481 29,481

130,983 130,983

2,159 2,159

取崩額　計 130,983 0 0 0 0 130,983

積立額　計 31,640 0 0 0 0 31,640

小　　計 1,818,232 △ 99,343 0 0 0 0 △ 99,343 1,718,889

20,352,960 △ 774,580 0 0 0 0 △ 774,580 19,578,380

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

取崩額　計 0 0 0 0 0 0

積立額　計 0 0 0 0 0 0

小　　計 16,000 0 0 0 0 0 0 16,000

896,613

122,033

（単位：千円）

7 年 度 

合　　計

令和7年度　基金の積立状況 （当初）

区　　分

財政調整基金 2,914,229 2,919,229

衛生施設等整備基金 714,680 716,680

溜池保全基金 75,121 76,120

公共施設等整備基金 9,671,072 9,610,134

職員退職手当基金 573,649 574,650

都市緑地保全等基金 924,226 798,176

連続立体交差事業等整
備基金

891,292 530,592

市民防災対策活動等
支援基金

24,880 25,880

市営住宅整備基金 144,967 145,967

県施行都市計画道路事
業等整備基金

2,597,500 2,454,600

森林環境譲与税基金 2,758 7,463

消防施設整備基金 354 0

国民健康保険事業費納付
金等支払準備基金

506,208 535,689

介護給付費準備基金 1,312,024 1,183,200

高額療養費支払
資金貸付基金 4,000 4,000

福祉資金貸付基金 10,000 10,000

介護保険高額介護サービス費
支払資金貸付基金 2,000 2,000

総　合　計 20,368,960 △ 774,580 0 0 0 0 19,594,380

一　

般　

会　

計

特
別
会
計

定
額
運
用
基
金
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（単位：千円）

消費税増税分 市税等

生 活 保 護 2,175,164 1,665,357 0 12,057 497,750 89,788 407,962

生活困窮者支援 39,904 25,842 0 0 14,062 2,537 11,525

児 童 福 祉 8,416,988 5,695,102 0 233,972 2,487,914 448,787 2,039,127

母 子 等 福 祉 280,512 194,183 0 2,536 83,793 15,115 68,678

高 齢 者 福 祉 111,181 2,228 0 6,541 102,412 18,474 83,938

障 害 者 福 祉 5,050,710 3,595,785 0 1,988 1,452,937 262,091 1,190,846

16,074,459 11,178,497 0 257,094 4,638,868 836,792 3,802,076

国 民 健 康 保 険 835,417 493,269 0 0 342,148 61,719 280,429

介 護 保 険 1,154,325 113,559 0 0 1,040,766 187,741 853,025

年 金 5,999 5,999 0 0 0 0 0

1,995,741 612,827 0 0 1,382,914 249,460 1,133,454

高 齢 者 医 療 1,517,491 244,979 0 800 1,271,712 229,401 1,042,311

そ の 他 医 療 8,934 5,766 0 1,235 1,933 349 1,584

疾 病 予 防 対 策 498,291 15,473 0 0 482,818 87,094 395,724

健 康 増 進 対 策 270,214 20,010 0 6,417 243,787 43,976 199,811

2,294,930 286,228 0 8,452 2,000,250 360,820 1,639,430

20,365,130 12,077,552 0 265,546 8,022,032 1,447,072 6,574,960

59.3% 0.0% 1.3% 39.4% 7.1% 32.3%

18,845,259 10,760,601 58,200 392,903 7,633,555 1,434,814 6,198,741

57.1% 0.3% 2.1% 40.5% 7.6% 32.9%

財源内訳

一般財源

事業名

小　計

小　計

小　計

合　　　　　　 計

財 源 の 構 成 比

合　　　　計

財源の構成比

消費税増税に伴う地方消費税交付金増収分（社会保障財源化分）が
充てられる社会保障施策の状況（令和7年度当初予算）

施策区分
予算額

国県支出金 市債 その他

社会保険

保健衛生

（参考）
令和6年度
当初予算

※　消費税増税に伴う地方消費税交付金の増収分は、「消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社
　会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充てるものとする。」旨地方税法に明記されています。

社会福祉
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